(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置費補助金（国補）

　　　 社会福祉法人利用者負担軽減措置費補助金（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111　(内2599)
　　　　　　　　　　　E-mail：c11251@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：7,485千円　（前年度予算額：9,580千円）
	要求内容


1 経緯
・介護保険法改正により、居住費・食費について利用者負担とされた(H17.10～)
・税制改正（高齢者の非課税限度額の廃止）(H18.7～)

2 現状と問題点

・税制改正により、従来非課税世帯とされていた高齢者世帯が、課税世帯となることで、利用者負担が増加した
・利用者負担の増加で、低所得者は経済的困窮に陥る可能性がある。

	１　要求の内容


1 事業内容

(1)障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置費補助金
(a)低所得世帯であって、障がい者ホ－ムヘルプサ－ビスを利用した者への利用者負担軽減事業 　   
・対象者

障害者自立支援法によるホ－ムヘルプサ－ビスの利用において、境界層該当として定率負担額が０円となっている者であって、H18年４月１日以降に次のいずれかに該当することとなった者
(ｱ)65歳到達以前１年間に障がい者施策によるホ－ムヘルプサ－ビスの利用実績のある者
(ｲ)特定疾病により要支援・要介護状態となった40歳～64歳の者
・目的

利用者の訪問介護サ－ビスの継続的利用を促進
・内容
促進通常の１割負担を、0％（全額免除）とする
(2)社会福祉法人利用者負担軽減措置費補助金
(a) 社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サ－ビス費用の利用者負担額軽減に対する補助事業
・対象者
市町村民税世帯非課税であって、以下の要件の全てを満たす者のうち、その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘定し、生計が困難な者として市町村が認めた者及び生活保護受給者
(ｱ)年間収入が単身世帯で150万円、世帯員が1人増えるごとに50万円加算した額以下

(ｲ)収入150万円以下・預貯金350万円以下
(ｳ)活用できる資産を所有していないこと
(ｴ)負担能力のある親族等に扶養されていないこと
(ｵ)介護保険料を滞納していないこと
　　・目的

低所得者等の介護保険サービス利用を促進
　　・内容

(b) 社会福祉法人等が、持ち出しにより低所得者等の軽減措置を行った場合（利用者負担額（自己負担１割分＋居住費＋食費）の最大１／２）、持ち出し費用の一部を市町村が負担する。国・県は当該市町村に対して助成を行う。平成23年度から、生活保護受給者が個室を利用した場合の居住費の軽減についても助成対象としている。      　　　
(c) 離島等の特別地域において訪問系サ－ビスを利用する場合、他地域と比べて利用者負担が増加する（介護保険料に特別加算が行われる）ため、その軽減を図る事業
・対象者

住民税本人非課税（生活保護受給者除く）
・内容

利用者負担を１割減（10％を９％に減）
2 事業主体　　　市町村

3 負担区分及びその財源
県が市町村に補助（3/4）した分について、国が2/3補助する。

→国が1/2、県1/4、市町村1/4
	２　所要経費


1 積算内訳　
(1)障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置補助金

269千円→ 107千円、対象人数5人 → 2人

(2)社会福祉法人利用者負担軽減措置費補助金
9,311千円→ 7,378千円、対象人数641人 →654人

　　(うち、(2)(b)にかかるもの：432千円→410千円、対象人数 271人→300人)
2 全体事業費

9,993千円　　　　　  　　     〔内訳〕
(1)    

    144千円

　　　　　　　　　 　　　　　　　　
　
(2)  
         9,849千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


・過去3年間の事業対象人数の実績(H20年度～H22年度)

(1)障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置事業　　　221人

(2)社会福祉法人利用者負担軽減措置事業　　 　　　　　 1,684人
	３　これまでの取組に対する評価


・社会福祉法人利用者負担軽減措置事業については、あくまで社会福祉法人等の主体的な取り組みに基づく任意事業であるが、所得の低い介護保険利用者への支援策として重要な役割を果たしており、事業の推進を図るため、今後一層市町村及び社会福祉法人等への働きかけが必要。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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